






















































カアワー（1991 年）、英国のブリクストンポンド（2009 年）、エルサルバドルの UDIS（2008
年）とエクアドルの UDIS（2011 年）、ベネズエラの Panal（2017 年）の発行の経緯・流通状
況・現状（終了理由）について述べる。本章第３節以降の５事例は、いずれも法定通貨で
取引される市場取引型の財を購入するために使われる通貨である。米国のイサカアワー以
外は、各国の法定通貨 1単位＝地域通貨 1単位という価値尺度を採用している。発行の意
図はそれぞれ異なっており、ブリクストンポンドは先進国貧困地域において地域の貧困を
克服するため、UDISはドル化国の農村地域で購買力を地域内に留めて地域経済を活性化す
るため、Panal はハイパーインフレ下の経済的な混乱で商品の購入が困難という状況を打破
するためであった。 
第５章では、英国・米国・日本の地域通貨関連法と規制状況を取り上げる。いずれの国
の法令でも、「通貨」は法定通貨を指し、地域通貨はこれに該当しないと定められている点
で共通している。日本では①紙幣類似証券取締法、②資金決済に関する法律、③銀行法の
３法の法運用が厳格に過ぎたことで、第 4 章で取り上げているような市場経済型の地域通
貨は実施困難であった。 
第６章では、地域通貨システムの変遷とともに地域通貨の仕組みのあり方について論じ
る。コミュニティ通貨と市場経済型の地域通貨は共に補完通貨であるものの、「何を補完し
ているのか」が異なる。コミュニティ通貨の主目的はコミュニティ再生である。コミュニ
ティ内で財と通貨を相互にやり取りすることを通じて相互扶助を促進する効果、副次的に
は参加者相互の親密さを深めるといった効果がある。したがって、コミュニティ通貨は、
社会的な連帯を補完しつつ、市場経済型の価値観で評価することが難しいやり取りを促進
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する。つまり取引領域の補完である。これに対して市場経済型の地域通貨は、市場経済型
の取引量そのものを増大させることを目的としており、交換機能を補完する存在である。
コミュニティ通貨と市場経済型の地域通貨は、その起源は共通性があるものの、仕組みが
深化・複雑化していった結果、再び二つを統合することは困難であり、現実的には、どち
らかの目標に特化した仕組み作りが必要ある。2000 年以降の市場経済型の地域通貨は、地
域限定、ローカルレベルで流通するという点ではコミュニティ通貨と共通しているが、特
定の価値観やアイデンティティを掲げるのではなく、一物一価が成り立つ取引の媒介手段
に回帰していった。 
 第７章では、市場経済型の地域通貨のメカニズムを総括する。市場取引型の地域通貨は、
貨幣の交換機能に特化し貯蓄には向かない通貨であるため、現在の所得状況に応じて関心
の程度が異なる。すでに十分な貨幣所得を得ている家計は、地域通貨の追加的所得による
限界効用よりも、これを得るために必要な限界苦痛が上回ると考えられるため、地域通貨
を導入しても関心は高まらない。しかし、貨幣所得が不十分な家計に対しては、追加的な
所得を獲得する機会として関心を高めることができる。このように市場経済型地域通貨は、
不況時、失業者への所得機会の提供、地域経済の商品流通の促進という点で、社会的に有
用な手段になりうると考える。ただし、そうしたメカニズムは、十分な資本ストックを保
有する先進国ではより有効に機能しうると考えられるが、資本ストックが乏しい途上国で
は効果が限定的であるという点に留意する必要がある。市場経済型の地域通貨の効果をマ
クロ経済面で論じるとすれば、デフレーション期に発行・流通させることで、直接的には
市場取引量の増加が期待できる。また、これが呼び水の効果を発揮することにより、遊休
資本の再稼動と失業率の低下、下落した物価水準を回復するための手段と位置づけること
ができる。法定通貨自体の通貨発行量や利子率の操作によらず、地域通貨という別な通貨
を発行・流通させる方法のため、目標以上に物価水準が上昇しそうな時には、この仕組み
自体を停止・終了することで、コントロールが容易であるという特徴を持つ。このデフレ
ーション克服型の仕組みをインフレーション時に用いても有効に機能させることは難しい
と考える。実体経済の需給要因によるディマンドプルとコストプッシュ、貨幣の需給要因
による通貨発行の乱発の３つにわけ、それぞれの考察する。またハイパーインフレーショ
ン期には、本質的にデフレーション克服型とは目的が異なることから、仕組み法定通貨と
は別の通貨単位をもち、購入・換金制度を持たない仕組みを採用するほうが、安定的な価
値尺度を提供でき、利用者の便益を図れると可能性がある。さらに、本論文から得られる
インプリケーションの具体例として、不況克服という用途以外にも震災・豪雨等により被
害を蒙った地域の復興支援の一つとして市場経済型地域通貨の仕組みを応用した復興通貨、
イベント通貨という地域通貨を提案する。 
 
